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 Ａ～Ｃのすべてを満たす建築物の新築又
は増築工事
Ａ．規模：一棟の建築物で、延べ面積が、

10000以上
Ｂ．構造：鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋

コンクリート造又は鉄骨造
Ｃ．内容：建築一式（躯体、内装、外装の

全てを含む新築又は増築（増築
にあっては増築部分とする。））

 Ａ～Ｃのすべてを満たす建築物の解体工
事
Ａ．規模：一棟の建築物で、主要構造物を

全て除却する部分の床面積が、
5000以上

Ｂ．構造：鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋
コンクリート造又は鉄骨造

Ｃ．内容：主要構造部を全て除却し、基礎
の解体を含む建築物の解体（基
礎の解体を含む）工事

 Ａ～Ｃのすべてを満たす建築物の新築又
は増築工事
Ａ．規模：一棟の建築物で、延べ面積が、

5000以上
Ｂ．構造：鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋

コンクリート造又は鉄骨造
Ｃ．内容：建築一式（躯体、内装、外装の

全てを含む新築又は増築（増築
にあっては増築部分とする。））
ただし、共同企業体の構成員と
しての実績は、出資比率が20％
以上の場合のものに限る。異工
種建設工事共同企業体の場合
は、協定書による分担工事の実
績のみ同種工事の実績として認
める。

 全ての構成員について、建設業法（昭和24
年法律第100号）に定める建築工事業の営業
年数が５年以上あること。ただし、相当の施
工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確
保できると認められる場合においては、営業
年数が５年未満であってもこれを同等として
取扱うことができるものとする。
 各構成員は、建設業法の建設業に係る監理
技術者又は国家資格を有する主任技術者を当
該工事に専任で配置できること。

 出資比率要件 特定ＪＶのすべての構成員
は、出資比率20％以上であるものとする。
 特定ＪＶの代表者は、構成員の中で最大の
施工能力を有する者であって、その出資比率
が構成員中最大であるものとする。
 特定ＪＶの協定書は、「建設工事共同企業体
の事務取扱いについて」（昭和53年11月１日付
け建設省計振発第69号）の別添「建設工事共
同企業体の事務取扱いについて（回答）」（昭
和53年11月１日付け建設省茨計振第771号）
の別紙に示された「特定建設工事共同企業体
協定書（甲）」によるものとする｡

５ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定ＪＶの取扱い４の認定（４
の再認定を含む。以下同じ。）を受けていない
者を構成員に含む特定ＪＶも２及び３により申
請をすることができる。この場合において、特
定ＪＶとしての資格が認定されるためには、４
の認定を受けていない構成員が４の認定を
受けることが必要である。（当該工事に係る開札
の時までに特定ＪＶとしての資格の審査が終了
していない場合は、競争に参加できないことが
ある。また、４の認定を受けていない構成員
が当該工事に係る開札の時までに４の認定又
は４の一般競争参加資格がないとの認定（４
の独立行政法人労働者健康安全機構契約担当
役が別に定める手続における一般競争参加資格
がないとの認定を含む。）を受けていないとき
は、特定ＪＶとしての資格がないと認定する。）

６ 資格審査結果の通知 「一般競争参加資格認
定通知書」により通知する。
７ 資格の有効期間 特定ＪＶとしての資格の認
定の日から当該工事の完成する日までとする。
ただし、当該工事に係る契約の相手方以外の者
にあっては、当該工事に係る契約が締結される
日までとする。
８ その他
 特定ＪＶの名称は、「旧鹿島労災病院構内整
備〇〇・〇〇・〇〇特定建設工事共同企業
体」とする。
 当該工事に係る競争に参加するためには、
「入札公告（建設工事）」に示すところにより
競争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和２年 12 月 14 日
独立行政法人国立病院機構
渋川医療センター院長 蒔田富士雄

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 10
〇第 03008 号（№03008）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 導入計画物品及び数量 病院情報システム
一式及び７年間の保守業務委託
 調達方法 購入等
 導入期限 令和４年度第３・四半期
 納入場所 独立行政法人国立病院機構渋川
医療センター
 調達に必要とされる基本的な要求要件 詳
細は導入説明書による。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料等の提供を招請す
る。
 資料等の提供期限 令和３年１月22日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒3770280 群馬県渋川市白井
383番地 独立行政法人国立病院機構渋川医
療センター企画課長 荒井 英夫 電話
0279231010

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和２年12月11日から令和３年
１月22日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the product to be

purchased : Hospital Information System 1

Set and system maintenance commission

for 7 years

 Type of the procurement : Purchase

 Basic requirements of the procurement :

Refer to the instructions for detail

 Time‑limit for the submission of the re‑

quested material : 5 : 00 P.M. January 22,

2021

 Contact point for the notice : Hideo Arai,

Director, Accounting Division, National

Hospital Organization Shibukawa Medical

Center, 383 Shirai, Shibukawa‑city, Gunma‑

ken 3770280, Japan. TEL 0279231010

意見招請に関する公示

次のとおり調達に関する仕様書案の作成が完了
したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和２年 12 月 14 日

法務省大臣官房会計課長 北岡 克哉
◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第 306 号
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等特定役務及び数量 中央合同庁舎第
６号館施設管理・運営業務の請負 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和３年１月５日17時00
分（郵送等の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008977 東京都千代田区霞が
関１１１ 法務省大臣官房会計課調達係
川本 剛史 電話0335804128

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和２年12月14日から令和３年
１月４日まで
 交付場所 上記２に同じ。
４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和２年12月16日14時00分
 開催場所 法務省大臣官房会計課入札室
５ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and quantity of the services to be

required : Facility maintenance and man‑

agement service of the Central Government

Building No. 6

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